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（梗　概）

　本書は，イギリス産業資本確立期における基幹産業に関するわが国の研究史の中で従

来いわぱ空白部分として残されていた生産手段部門の原燃料部門である７大炭田からな

る石炭鉱業の全機構的分析をめざしたものである。そのために管見する限りでは原資料

・同時代人著書を最大限に活用したわが国で初めての試みとな っているものと思われ

る。 本書は全くの書き下しであり ，しかも８０～９０％は未発表のものである 。本書の狙い

は以下の通りである 。

　第１に，イギリス石炭鉱業は現代の石油産業に比肩すべき「世界の工場」時代の製造

業のための廉価 ・大量供給可能な工子ルギー基盤として確固とした地位を確立していた

ぱかりでなく ，同時代人によっ て「世界の工場」にとっ て「管制高地的」位置にあるも

のとして認識されていたことを明確にした 。

　第２ ，かかる産業資本確立期の石炭鉱業の労働生産力構造は，「世界の工場」を根底

的に支えた産業であ ったにも拘わらず，¢綿業に典型的な「工場」（機械体系に基づく）

段階にも達せず，マニュ から「工場」へ移行する過渡期の初期（＝部分的機械装置）段階

にとどまっ ていたこと ，　「工場」段階への移行は「筋骨体系と脈管体系の統一」とし

ての炭鉱労働手段体系の複雑性が内燃機関と電力の出現を必至としたこと等を解明し

た。 それらを通じて「隅谷理論」の批判的克服をめざしたものである 。

　第３ ，熟練工場労働者と比べて杜会的地位の低い炭鉱労働者の状態にメスを入れ，初

期坑夫（組合）運動および第１期全国鉱夫組合運動の動向，さらに初期鉱山立法の全容

をわが国で初めて解明したものである 。

　（なお，本書は有斐閣より１９８５〔昭和６０〕年３月に刊行予定である）
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